
 

 

令和８年度 女性の職業選択に資する情報公表（女性活躍推進法第 21条関係） 

 
特定事業主名：京都市（市長部局）                 令和８年７月３１日公表 

 

＜公表必須項目＞ 

１ 職員の男女の給与の額の差異 

 ⑴ 全職員に係る情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 職員の給与については、条例で定める基準に基づき決定しており、給与制度上、男 

女で差異は設けていない。 

＊ （  ）内は、「任期の定めのない常勤職員以外の職員」に係る内訳。 

  ＊ 「任期の定めのない常勤職員以外の職員」全体の差異は、任用・勤務形態ごとの給 

与水準、男女の構成比率等が異なるため、内訳の単純平均とならない。 

 

 ⑵ 「任期の定めのない常勤職員」に係る役職段階別及び勤続年数別の情報 

  ア 役職段階別 

役職段階 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

局長・部長級 １０１．７％ 

課長級 ９８．６％ 

係長級 ９７．５％ 

 

  イ 勤続年数別 

勤続年数 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

３６年以上 ９５．９％ 

３１～３５年 ９１．８％ 

２６～３０年 ９０．２％ 

２１～２５年 ８８．０％ 

１６～２０年 ８１．５％ 

１１～１５年 ８５．１％ 

６～１０年 ８９．０％ 

１～５年 ９３．２％ 

 

 

職員区分 
男女の給与の差異 

（男性の給与に対する女性の給与の割合） 

任期の定めのない常勤職員 ８４．５％ 

 任期の定めのない常勤職員以外の職員 ８６．３％ 

 （再任用職員） （９３．５％） 

 （フルタイム会計年度任用職員） （１０２．４％） 

 （パートタイム会計年度任用職員） （８８．２％） 

全職員 ７７．０％ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 勤続年数は、採用年度を勤続年数１年目とし、年度単位で算出している。 

 

２ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和８年度 

管理的地位にある職員 １７．３％ 

 

 

 

 

３ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

 

区分 令和８年度 

局長級 １０．６％ 

部長級 １２．０％ 

課長級 １９．１％ 

係長級 ２６．７％ 

 

 

 

 

 

 

【説明欄】 

[算定対象外職員] 

 ○ １週平均の正規の勤務日数が１日に満たない会計年度任用職員 

○ ３０日の範囲内で任期が定められた会計年度任用職員 

 

[任期の定めのない常勤職員に係る男女の給与の差異の主な要因] 

 ○ これまでの採用状況等の影響により、女性職員の平均年齢が男性職員より低いこと 

 ○ 管理職員に占める女性職員の割合が１７．３％であること。引き続き、女性職員の積極的登用

と、一層の昇任意欲の喚起に取り組む 

 ○ 柔軟な働き方の推進により女性職員の時短勤務利用者が多いこと 

 

 

 

 

 

○ 令和８年４月１日時点 

 

 

 

 

 

【説明欄】 

○ 令和８年４月１日時点 

 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

４ 男女別の育児休業取得率及び男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

 ⑴ 男女別の育児休業取得率 

  ア 任期の定めのない常勤職員 

区分 令和７年度 

男性 ９０．７％ 

女性 ９８．４％ 

  イ 会計年度任用職員 

区分 令和７年度 

男性 ０％ 

女性 １００％ 

 

 ⑵ 男女別の育児休業の取得期間の分布状況 

区分 任期の定めのない常勤職員 会計年度任用職員 

男性 女性 男性 女性 

１週間未満 １．６％ ０％ ０％ ０％ 

１週間以上２週間未満 ４．７％ ０％ ０％ ０％ 

２週間以上１月以下 ２４．４％ ０％ ０％ ０％ 

１月超３月以下 ３０．０％ ０％ ０％ ０％ 

３月超６月以下 ２０．５％ ３．１％ ０％ ３３．３％ 

６月超９月以下 ５．５％ １０．２％ ０％ ３３．３％ 

９月超 12月以下 ８．７％ ３０．７％ ０％ ３３．３％ 

12月超 24月以下 ４．７％ ４０．９％ ０％ ０％ 

24月超 ０％ １５．０％ － － 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【育児休業取得に向けた取組】 

○ 啓発冊子等を活用した制度周知、育児休業を取得した男性職員の事例紹介、新採研修などでの意

識啓発、イクボス研修による管理職の意識改革のほか、「仕事と子育て両立支援シート」を活用した

所属長との面談や、子育てをしていく職員がキャリア形成と子育ての両立を学ぶ「仕事と子育てパ

ートナーシップ研修」などの取組を実施 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

５ 職員の勤務時間の状況 

  管理的地位にある職員以外の職員一人当たりの一月当たりの正規の勤務時間を

超えて命じられて勤務した時間 

 

区分 令和７年度 

内部部局等 １１．０時間／月 

内部部局等以外 ８．１時間／月 

全体 ９．８時間／月 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 内部部局等…本庁等、内部部局等以外…区役所等 

 

【時間外勤務の主な要因】 

○ 国の経済対策に伴う予算編成業務 

○ 選挙・国勢調査に係る業務 

 

【削減に向けた取組】 

○ DXの推進などの業務効率化（kintone、RPA、生成AI、Teams、NotebookLM 等の活用） 

○ 意識改革（定時退庁日の設定、自動シャットダウンシステムの導入） 

○ 勤務時間・休暇制度の整備（早出遅出勤務、休日の振替、テレワーク） 

 

 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

＜公表選択項目＞ 

６ 採用した職員に占める女性職員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 採用試験の受験者の総数に占める女性の割合 

 

区分 令和７年度 

事務職 ４６．４％ 

技術職 ２１．７％ 

免許・資格職 ７３．４％ 

技能・労務職 １４．８％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 中途採用の男女別の実績 

 

区分 令和８年度 

男性 ４０人 

女性 １９人 

 

 

 

 

 

職員区分 令和８年度 

任期の定めのない常勤職員 ５４．８％ 

 任期の定めのない常勤職員以外の職員 ７６．９％ 

全職員 ５５．２％ 

○ 令和８年４月１日付 

○ 定年退職者の再任用、退職出向者の再度の任用は除く 

 

 

 

【説明欄】 

○ 令和７年度に人事委員会事務局が実施した採用試験の実績（事務職及び技術職については、市長

部局以外の任命権者を含む） 

○ 技術職とは、土木、建築、電気、機械などの技術的な業務に従事する職員 

○ 免許・資格職とは、医師、看護師、薬剤師などの免許・資格を必要とする職員及び心理職員など

の特殊かつ専門的な職務に就く職員（自動車検査技師を除く） 

○ 技能・労務職とは、ごみの収集などの業務に従事する職員 

 

 

 

 

 

【説明欄】 

○ 令和８年４月１日付採用 

○ 民間企業での実務経験等を有する者を採用することを目的とした経験者採用試験が対象 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

９ 職員に占める女性職員の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 男女別離職率割合 

 

区分 令和７年度 

男性 ２．６３％ 

女性 ２．８１％ 

 

 

 

 

 

 

 

11 男性職員の出産補助休務（配偶者出産休暇）及び育児参加休務（育児参加のため

の休暇）取得率並びにそれぞれの休暇の合計取得日数の分布状況 

 ⑴ 休暇取得率 

  ア 出産補助休務（配偶者出産休暇） 

区分 令和７年度 

出産補助休務 ７５．０％ 

  イ 育児参加休務（育児参加のための休暇） 

区分 令和７年度 

育児参加休務 ４５．７％ 

  

 ⑵ 合計取得日数の分布状況 

  ア 出産補助休務（配偶者出産休暇） 

 

 

 

 

 

 

 

職員区分 令和８年度 

任期の定めのない常勤職員 ４０．８％ 

 任期の定めのない常勤職員以外の職員 ７０．２％ 

全職員 ４８．０％ 

区分 出産補助休務 

１日未満 ３．８％ 

１日以上２日未満 １０．５％ 

２日以上３日未満 １７．１％ 

３日 ６８．６％ 

○ 令和８年４月１日時点 

 

 

 

 

 

【説明欄】 

○ 前年度に「在職した任期の定めのない常勤職員」に対する同年度に「退職した任期の定めのない

常勤職員（自己都合退職者数等）」の男女別の割合 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

  イ 育児参加休務（育児参加のための休暇） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12 職員の勤務時間の状況 

管理的地位にある職員以外の職員に占める、超過勤務の上限を超えた職員の割合 

 

区分 令和７年度 

内部部局等 １７．８％ 

内部部局等以外 １３．９％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 職員の勤務時間の状況 

管理的地位にある職員に占める、超過勤務の上限を超えた職員の割合 

 

区分 令和７年度 

内部部局等 ３６．２％ 

内部部局等以外 ４８．４％ 

 

 

 

 

 

 

 

区分 育児参加休務 

１日未満 ４．７％ 

１日以上２日未満 １５．６％ 

２日以上３日未満 ９．４％ 

３日以上４日未満 １７．２％ 

４日以上５日未満 ４．７％ 

５日 ４８．４％ 

○ 出産補助休務は、職員の配偶者が出産する場合に、入退院の際の付添い、出産の付添い等を行う

ために、３日以内の範囲で取得できる制度。 

○ 育児参加休務は、職員の配偶者が出産する場合に、職員が当該出産に係る子又は小学校就学の始

期に達するまでの子の養育のために、５日以内の範囲で取得できる制度。 

 

 

 

 

 

【説明欄】 

○ 内部部局等…本庁等、内部部局等以外…区役所等 

○ 上限を超えた職員数を前年度の平均職員数で除したもの。 

 

 

 

 

 

【説明欄】 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 職員の年次休暇等の取得日数の状況 

 ⑴ 職員一人当たりの平均取得日数 

 

区分 令和７年度 

年次休暇 １５．７日 

 

 ⑵ 年次休暇の取得率 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 令和７年度 

年次休暇 ４２．６％ 

令和７年度の全期間を在職した職員（会計年度任用職員等を除く）の数値 

取得率は、上記職員の総取得日数を総付与日数で除したもの 

 

 

 

 

 

【説明欄】 

【説明欄】 

○ 内部部局等…本庁等、内部部局等以外…区役所等 

○ 上限を超えた職員数を前年度の平均職員数で除したもの 

○ 長時間勤務職員に対する健康管理医等による面談の対象から算出している 

【面談の対象者】 

・ １箇月間に１００時間以上の時間外勤務を行った職員 

・ ２箇月間ないし６箇月間に、月平均８０時間を超える時間外勤務を行った職員 

・ １箇月間に８０時間を超える時間外勤務を行った職員 

・ １箇月間に４５時間を超える時間外勤務を行った職員のうち健康に不安を感じる職員（※） 

  ※ 算出では、４５時間を超える時間外勤務を行った職員としている 

 

 


